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　　国際医療福祉大学三田病院
　　　2月13日（月）新装オープン！ 
　　



　　目次

• パート１
– 社会保障・税の一体改革

• パート２
– 医療計画見直し

• パート３
– 2012年診療報酬改定

• パート４
– 2012年介護報酬改定



パート１
社会保障・税の一体改革

　～２０２５年へ向けて、医療・介護のグランドデザインの
　　　　　　　　　　　　『正念場』が始まる～



社会保障・税一体改革（1月6日）
• 政府・与党は2012年1月6

日、社会保障改革本部を開
催

• 現在5％の消費税率を14年
に8％、15年に10％に引き
上げることなどを盛り込ん
だ「社会保障と税の一体改
革大綱素案」を正式決定

• その背景は・・・

団塊世代の高齢化と、激増
する社会保障給付費問題

2012年1月6日、社会保障改革本部





2025年
140兆円

ＧＤＰ対比
30％



社会保障関係費だけで国の
一般歳出の５３％を占めている



一般会計税収の推移

税収は
たったの40兆！
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医療計画医療計画 医療計画医療計画

消費税は
2014年　８％

2015年　１０％へ

2013年 2018年

2023年医療法改
正



一般病床
１０７万床

機能分化し
て103万床

居住系施
設や外来・
在宅医療
は大幅増

社会保障・税の一体改革　　　医療・介護サービス提供体制の見直し

2011年度 2025年度



2012年は地域包括ケア元年



パート２
医療計画の見直し

2006年６月第５次医療法改正
地域医療計画の見直し



第５次医療法改正（2006年）
地域医療計画の見直し(2008年施行）

　疾病別・事業別の地域連携ネットワーク

1次医療

2次医療

3次医療

患者・住民

かかりつけ医 核となる
医療機関

医療機関
医療機関

医療機関

医療機関医療機関

医療機関

介護施設
介護施設

保健所

移行

日常医療圏
二次医療圏に近いが
疾患や地域に
よっては異なる

現在の医療計画の問題点
①患者の実際の受療行動と異なる
②疾病動向を勘案していない
③地域の医療機能に関係なく
　結果として大病院重視の階層構造

特殊な医療は都
道府県を越えた

対応が必要

これまでの医療計画の
考え方

＊４疾患（がん、脳卒中、糖尿病、急性心筋梗塞）と５事業（救急医療、災害医療
、へき地医療、周産期医、小児医療）別のネットワーク形成
　 

疾病



現行の医療計画～4疾患5事業～

• ４疾病
–①がん

–②脳卒中

–③急性心筋梗塞

–④糖尿病

• 5事業
–①救急医療

–②災害医療

–③へき地医療

–④周産期医療

–⑤小児医療

　 

地域連携クリティカルパスが連携ツールとして
地域医療計画作成指針に採用



2013年地域医療計画
次期見直し

地域医療計画は5年計画

2008年～2012年



医療計画見直しスケジュール（案）
2010年 　　　　　　2011年 2012年 2013年

厚
生
労
働
省

都
道
府
県

（10月～）
社会保障審議会医療部会

における議論

（12月～）
医療計画の見直し等に関する検討会

医療計画作成指針の改正案等について
議論

改正指針
等を都道府
県へ提示

医療計画

の策定
医療計画
の実施

2008年～2012年（医療計画の5年間）



医療計画見直し等検討会

• 伊藤 伸一 日本医療法人協会副会長 

• 尾形 裕也 九州大学大学院医学研究院教授 

• 神野 正博 全日本病院協会副会長 

• 齋藤 訓子 日本看護協会常任理事 

• 末永 裕之 日本病院会副会長 

• 鈴木 邦彦 日本医師会常任理事 

• 池主 憲夫 日本歯科医師会常務理事 

• 中沢 明紀 神奈川県保健福祉局保健医療部長 

• 長瀬 輝諠 日本精神科病院協会副会長 

• 伏見 清秀 東京医科歯科大学大学院教授 

• 布施 光彦 健康保険組合連合会副会長 

• ○武藤 正樹 国際医療福祉大学大学
院教授 

• 山本 信夫 日本薬剤師会副会長 

• 吉田 茂昭 青森県立中央病院長

第１回検討会
2010年12月17日



4疾患5事業の見直しの方向性

• ４疾病
–①がん

–②脳卒中

–③急性心筋梗塞

–④糖尿病

–⑤精神疾患

２次医療圏見直し

• 5事業
–①救急医療

–②災害医療

–③へき地医療

–④周産期医療

–⑤小児医療

–＊在宅医療構築
に係わる指針を
別途通知する

　 



医療計画見直しの方向性

• ①医療圏見直し

• ②数値指標の見直し

• ③精神疾患を５疾患目に追加

• ④医療従事者の確保に関する事項

• ⑤災害時における医療体制の見直し

• ⑥在宅医療に係わる医療体制の充実・強化



①医療圏見直し
• 医療圏

– 都道府県は、医療計画の中で、病院の病床及び診療所
の病床の整備を測るべき地域的単位として区分する医療
圏を定めることとする

– １９８５年第１次医療法改正で導入

– ３次医療圏
• 都道府県単位　５２医療圏（北海道６医療圏）

• 特殊な医療を提供（高度救命救急センター、都道府県がん診療
連携拠点病院等）

– ２次医療圏
• ３４９医療圏（2010年4月現在）

• 一般の入院医療に係わる医療を提供

• 地理的条件、患者需要、交通事情等



２次医療圏見直し

• 見直しの背景
– 高速交通体系、医療情報の受発信・共有基盤の
整備

–市町村合併の進展で１３圏域の過半数が１～2市
町村で構成、二次医療圏（広域市町村圏）の趣
旨に合わなくなってきた

• 二次医療圏の見直し（新潟県の例）
– 13圏域（1987年）→７圏域（2006年）



新潟県における二次医療圏見直し
13圏域（1987年）→７圏域（2006年）



人口２０万人未満で、
流出率２０％以上、流入率20％未
満の医療圏を見直すことになった





②医療計画における数値指標の設定

• 前回見直しより、5年間の計画期間内に達成
すべき数値指標を決めることになった

• 疾患別、事業別に達成すべき数値指標を設
定し、その達成度を住民を含む委員会等で
評価を行い、ＰＤＣＡサイクルを回すことにな
った。

• 今回のこの数値指標を整理した。
–必須指標
– 推奨指標





③精神科疾患を５疾患に追加

日本の精神医療の特殊性



OECD加盟国の人口1000人あたりの精神科病床数





社会保障審議会医療部会
（2011年7月6日）

• 医療計画の５疾患目に精神疾患を追加することで合意
– 精神疾患の患者数は323万人（2008年患者調査）

– ４疾病（がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病）のいずれより
も多い

– 自殺による死亡者数3.1万人（糖尿病死亡者数1.4万人より多
い）

• 委員からは積極的に支援する意見があいついだ
– 「精神疾患は社会全体で見守らなければならない」（高智英
太郎健保連理事）

– 「他の４疾病よりも地域連携が必要」（横倉義武日医副会長）







精神疾患が地域医療計画の
５疾患に加えられると・・・

• 精神科医療施設の診療機能の明示

• 地域医療計画における数値目標の
明示

• 地域連携クリテイカルパスの作成



認知症地域連携クリティカルパス

世田谷区もの忘れ連携パス









「精神科医療の機能分化と質の
向上等に関する検討会」

• 精神科病床の機能分
化と人員配置を検討
– 3ヶ月以内の急性期医

療

– 重度慢性医療

–早期退院支援機能

– 1年以上の長期高齢者
入院 「精神科医療の機能分化と質の

向上等に関する検討会」［座長：武藤）
2012年4月19日厚労省



④災害時における医療体制の
見直し



災害拠点病院の要件見直し

東北３県9医療圏が
被災した





東日本大震災を受け
災害拠点病院の５つの課題

• ①建物の耐震性

• ②災害時の通信手段の確保

• ③広域災害救急医療情報システム
（EMIS）

• ④ライフライン

• ⑤備蓄
• その他

–ヘリポート



岩手県立釜石病院も被災した
全床再開に向け、耐震補強工事を

急ピッチで進めた　
　　　　　　　　　

　　　岩手県立釜石病院

釜石病院の耐震化工事を説明する遠藤院長（左）



⑥在宅医療に係わる医療体制
の充実・強化



「在宅医療指針」

• 国立長寿医療研究センターが中心になって
取りまとめた「在宅医療体制構築に係る指針
案」を参考にする方針。
– 24時間365日、患者の生活の視点に立った多職
種連携医療の確保

–看取りまで行える医療のための連携体制

–認知症の在宅医療の推進

– 介護との連携―などの観点から、各都道府県が
地域の実情に合わせて計画を策定すべき





在宅医療連携拠点事業

市町村ごとに2000拠点の設置をめざす！



医療介護の
情報の連携



新生在宅医療・介護元年
• 在宅医療連携拠点事業

– ①在宅チーム医療を担う人
材の育成

– ②実施拠点となる基盤の
整備

– ③個別の疾患などに対応
したサービスの充実・支援
－

• 2012年度を「新生在宅医
療・介護元年」として立ち
上げたい

• 在宅医療連携拠点事業
にはＩＣＴが必須！

　　　　大谷医政局長



パート３
2012年診療報酬改定

2月10日中医協答申



2012年診療報酬改定率
0.004％アップ

• 2012年度診療報酬改定率
全体　0.004％
– 診療報酬本体部分　1.379％

（5500億円）
• 医科　1.55％（4700億円）

• 歯科　1.70％（500億円）

• 調剤　0.46％（300億円）

– 薬価・材料費　　　

▲1.375％（5500億円）

薬価改定▲1.26％（5000億円（
薬価ベース6％）

材料費改定▲0.12％（500億円
）

• 2012年介護報酬改定率　
1.2％

• 小宮山厚労相（12月21
日）
– 「首の皮一枚でもプラス

にすると言ってきた」
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0.004%

1.2% 



2012年診療報酬改定基本方針

• 社会保障審議会医療部会・医療保険部会
（12月1日）

• ２つの重点課題と４つの視点

• ２つの重点課題
– ①急性期医療の適切な提供に向けた病院勤務

医等の負担の大きな医療従事者の負担軽減

– ②医療と介護の役割分担の明確化と地域におけ
る連携体制の強化の推進および地域生活を支え
る在宅医療などの充実
　　



機能強化した在宅療養支援診療所・
在宅療養支援病院等への評価

• ①従前の在宅療養支援診療所・在宅療養支
援病院の要件に以下を追加する。
– イ　所属する常勤医師３名以上

–ロ　過去1年間の緊急の往診実績5件以上

–ハ　過去1年間の看取り実績2件以上

機能強化型
在宅療養支援診療所
在宅療養支援病院



機能強化した在宅療養支援診療所・
在宅療養支援病院等への評価

• ②複数の医療機関が連携して①の要件を満
たすことも可とするが、連携する場合は、以
下の要件を満たすこと。
– イ　患者からの緊急時の連絡先の一元化を行う

–ロ　患者の診療情報の共有を図るため、連携医
療機関間で月1回以上の定期的なカンファレンス
を実施

–ハ　連携する医療機関数は１０未満

–ニ　病院が連携に入る場合は200床未満の病院
に限る



地域で支える終末期ケア連携の
仕組みが必要

2030年団塊世代47万人の

「死に場所」が不足



【資料】
2006年（平成18年）までの実績は厚生労働省｢人口動態統計｣
2007年（平成19年）以降の推計は国立社会保障・人口問題研究所｢人口統計資料集（2006年度版）｣から推定

2006年　死亡者数　1,084千人
　　　　　65歳以上 　896千人

実績 推計

年

人

自　宅

介護施設

その他

医療機関

約47万人

○将来推計（2030年時点）の仮定
　医療機関：病床数の増加なし
　介護施設：現在の２倍を整備
　自宅死亡：1.5倍に増加

※介護施設は老健、老人ホーム

約9万人

約20万人

約89万人

死亡場所別、死亡者数の年次推移と将来推計死亡場所別、死亡者数の年次推移と将来推計

36



病院死には病床が足りない
2030年団塊世代47万人の

「死に場所」が不足

富士の樹海林



パート４
2012年介護報酬改定

社会保障審議会・介護給付費分科会



2012年介護報酬改定の
基本方針

地域包括ケアシステム



2012年介護報酬改定の基本方針

• １　地域包括ケアシステムの基盤評価
– ①高齢者の自立支援に重点を置いた在宅・居住系サービス

– ②要介護度が高い高齢者や医療ニーズの高齢者に対応した在宅・
居宅系サービスの提供

• ２　医療と介護の役割分担・連携強化
– ①在宅生活時の医療機能の強化へ向けた、新サービスの創設及び
訪問看護、リハビリステーションの充実並びに看取りへの退行強化

– ②介護施設における医療ニーズへの対応

– ③入退院時における医療機関と介護サービス事業者との連携促進

• 認知症にふさわしいサービスの提供

• 質の高い介護サービスの確保





地域包括ケアシステムのイメージ

認知症患者へのサービス
複合型サービス

小規模多機能型居宅介護
（訪問看護と組み合わせた
複合型サービスを含む）

グループホーム

サービス付高齢者向け住宅などの住まい

ＮＰＯ，
住民参加、企業

、自治体など

在宅療養支援診療所

在宅療養支援病院

介護保険施設

定期巡回・随時対応型
訪問介護看護

日経ヘルスケア2012年1月号より著者改変



地域包括ケアシステムを支える
３つの新規サービス

• ①定期巡回・随時対応型訪問介護看護
• 改正介護保険法（2011年6月）

• ②複合型サービス
– 介護給付費分科会（2011年5月）

• ③サービス付高齢者向け住宅
– 改正高齢者住まい法（2011年10月）



①定期巡回・随時対応型
訪問介護看護

改正介護保険法（2011年6月）





24時間対応型訪問介護サービス例

• 随時訪問の代表例（複
数回答）
– ①ベッドや車椅子からのずり
落ち（４６％）

– ②オムツ交換・トイレ介助（４
６％）

– ③トイレやお風呂で転倒（２６
．９％）

– ④体調が悪い（１１．５％）

– ⑤何となく不安（７．７％）
• 平成21年度世田谷区24時
間随時訪問サービス当評
価研究事業報告書



②複合型サービス

小規模多機能型居宅介護と
訪問看護との組み合わせサービス

介護給付費分科会（2011年5月）





③サービス付高齢者向け住宅

改正高齢者住まい法（2011年10月）





21世紀長屋モデル

• 高齢者の新しい暮らし
のデザインは、『長屋モ
デル』

• 最新式のIT設備や医療
・介護の緊急通報サー
ビスや見守り、生活支
援サービスと、旧来の
古き良き長屋生活をマ
ッチさせた新しいデザイ
ンが必要 • 江戸時代の長屋



病院中心の時代から
地域包括ケアへ

• 猪飼（2010）「病院の世紀の
理論」では、「病院の世紀
の終焉の時代」が提唱され
ている。

• これは、20世紀の病院とい
うシステムの興隆が極めて
20世紀的な出来事であり、
20世紀を「病院の世紀」と
呼ぶことができる

• 21世紀に入った今日、病院
中心の時代から「地域包括
ケア」の時代へ移ろうとして
いる

http://www.amazon.co.jp/gp/reader/4641173591/ref=sib_dp_pt


医療が変わるto2020

• 武藤正樹著

• 医学通信社　５月発売

• Ａ５判　３２０頁、２４００
円

• DPC/PDPS，地域連携，
P4P，臨床指
標，RBRVS，スキルミク
ス，etc

• 好評発売中



　　　　　　　　　　

　　　　　　

　　　　　　　　まとめと提言

・2012年は診療報酬・介護報酬同時改訂は
　2025年団塊世代後期高齢者へ向けての一里塚

・診療報酬改定と医療計画が、医療提供体制の方向
性を決める

・2012年は新生在宅医療・介護元年元年、これから
は医療・介護連携、生活支援、高齢者向け住宅への
視点が医療経営に必要となる

・在宅終末期ケア連携がこれからの課題

・

・
・



ご清聴ありがとうございました

本日の講演資料は武藤正樹のウェブサイ
トに公開しております。ご覧ください。

武藤正樹 検索 クリック

ご質問お問い合わせは以下のメールアドレスで
　　gt2m-mtu@asahi-net.or.jp

国際医療福祉大学クリニックhttp://www.iuhw.ac.jp/clinic/
で月・木外来をしております。患者さんをご紹介ください

mailto:gt2m-mtu@asahi-net.or.jp
http://www.iuhw.ac.jp/clinic/

	ページ 1
	ページ 2
	ページ 3
	ページ 4
	ページ 5
	ページ 6
	ページ 7
	ページ 8
	ページ 9
	ページ 10
	ページ 11
	ページ 12
	ページ 13
	ページ 14
	ページ 15
	ページ 16
	ページ 17
	ページ 18
	ページ 19
	ページ 20
	ページ 21
	ページ 22
	ページ 23
	ページ 24
	ページ 25
	ページ 26
	ページ 27
	ページ 28
	ページ 29
	ページ 30
	ページ 31
	ページ 32
	ページ 33
	ページ 34
	ページ 35
	ページ 36
	ページ 37
	ページ 38
	ページ 39
	ページ 40
	ページ 41
	ページ 42
	ページ 43
	ページ 44
	ページ 45
	ページ 46
	ページ 47
	ページ 48
	ページ 49
	ページ 50
	ページ 51
	ページ 52
	ページ 53
	ページ 54
	ページ 55
	ページ 56
	ページ 57
	ページ 58
	ページ 59
	ページ 60
	ページ 61
	ページ 62
	ページ 63
	ページ 64
	ページ 65
	ページ 66
	ページ 67
	ページ 68
	ページ 69
	ページ 70
	ページ 71
	ページ 72
	ページ 73
	ページ 74
	ページ 75
	ページ 76
	ページ 77

